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膀ミツバチゲノムのドラフト配列が決定された
　米国国立ヒトゲノム研究所（NHGRI）は、ミツバチゲノムのドラフト配列を公的デー
タベースに登録したと１月７日に発表した。ミツバチゲノムはヒトゲノムの 1/10 のサイ
ズの約３億塩基で構成される。ミツバチは農業にとって重要な生物であるだけでなく、人
の医療や行動を研究する上でのモデル生物である。今回の成果は、具体的には免疫応答、
精神、老化といった健康改善の研究の進展に大きく貢献するだろうし、多くのミツバチ由
来の物質が利用されている健康食品を扱う食品産業等に対しても大きな意味を持つものと
考えられる。
膂 ES細胞の自己増殖機構の解明に向けた報告
　ES細胞が自己増殖する際の分子メカニズムについてはあまりよくわかっていない。そ
もそもヒトES細胞の未分化状態での培養は難しい。従来はマウス由来の細胞を培養の足
場とする方法で培養してきたが、マウスタンパク質などが混入する恐れから、これを使
わない方法が研究されている。こうした研究の中、ロックフェラー大学のSato 博士らは、
ある種の薬剤がヒトやマウスのES細胞を未分化状態に保つことを見出した。この発見は、
ES細胞が自己増殖する機構を分子レベルで正確に知る道を開き、こうした機構の解明が
再生医療用のES細胞を安定に供給する上で非常に重要と言える。
膠NIH2005年度予算が大統領予算教書で示された
　2004年２月２日、米国 2005会計年度（2004年 10月から 2005年９月）の大統領予算教
書が公表された。研究開発予算は前年比 4.7％増の 1,319 億ドルであり、米国国立衛生研究
所（NIH）の予算は、288億ドル（前年比 2.6％増）となっている。優先事項として挙げら
れているのは、NIHが 2003年９月に発表した「生物医学研究推進に向けた戦略 ―NIH医
学研究ロードマップ―」に関する予算で、2004 会計年度の 1.28 億ドルから 2.37 億ドルに
増加している。さらに、対バイオテロ研究、肥満を始めとする慢性疾患の研究にも焦点が
当てられている。
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膀米国における知的財産権訴求の試験・研究使用の例外範囲の縮小の影響
　―知的財産権の保護と円滑な研究活動はどこで両立すべきか―
　最近米国では、試験・研究目的で知的財産権を使用する場合でも、大学がビジネス
を目指していると認められる場合は、その知的財産権の使用許諾を受けなければならな
いケースが出てきており、今年２月シアトルにて開かれた全米科学振興協会（AAAS：
American Association for the Advancement of Science）の年次総会においても、知的財産
権の過度な保護が科学研究発展の阻害要因として懸念が表明された。
　AAASでは、昨年４月にもこの問題についてワークショップが開かれており、「研究は
例外」規程の範囲のガイドラインがないと研究現場が混乱するとして、今後もこの問題に
関して、継続した検討とデータの蓄積が図られていく予定である。
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　日本では、特許法第 69条１項に、試験・研究では特許権の効力が及ばないと明記され
ている。しかし、米国での「試験・研究的使用の例外」範囲の縮小の影響を受けることも
考えられ、知的財産権の保護と円滑な研究活動の両立をどのように図るか各方面からの検
討が必要であろう。
膂国際競争力を維持する日本企業の半導体微細加工技術
　―“Microlithography 2004（Santa Clara）”国際学会から―
　去る２月 22 ～ 27 日、SPIE（The International Society for Optical Engineering/USA）
主催の 29回目の国際会議“Microlithography 2004”が、米国西海岸のシリコンバレーの中
央に位置するSanta Clara 市のConvention Center において開催された。今回の参加者総
数は、展示会参加者を含めて昨年より５％増の 4,100 名に昇った。そのうち学会参加総数
は 2,500 名、総発表件数は招待講演を含む口頭発表 365件とポスター発表 401件を合わせ
た 766件であり、大盛況であった。
　今回の注目発表は、Optical Microlithographyのセッションで競って発表された譁ニコン、
譁ASML社（オランダ）、および、譁キヤノンの露光装置である。これは、波長 193nm
のArF（アルゴン・フロライド）エキシマレーザを用いた露光装置の液浸技術による加
工性能向上に関するものである。ArFを用いた露光装置は、もともと線幅90nm加工を目
標に開発されて来たが、液浸技術やこれまで開発されてきた他の解像度向上技術；RET 
（Resolution Enhancement Technology）と合わせて、45nmはもとより、32nmまで加工
可能であるという見通しが立てられた。半導体微細加工装置の市場シェアーは、譁ニコン、
譁ASML社（オランダ）、譁キヤノンの３社がトップ集団にあり、他を寄せ付けていない。
これら３社の間で抜きつ抜かれつの熾烈なトップ争いを展開しているが、依然として、日
本の２社がこの分野における強力な国際競争力を維持している。
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膀韓国と台湾で相次いで共同利用型ナノテクノロジー研究施設がオープン
　韓国と台湾の大学敷地内に、共同利用型の最新ナノテクノロジー研究施設が相次いでオ
ープンする。韓国では、国立先端科学技術大学院大学（KAIST）が、2004 年末完成を目
指しSoC（システムLSI）設計棟と８インチシリコンウエハ用クリーンルームからなるナ
ノファブセンターを建設中である。一方、台湾の国立交通大学の敷地内には、国立応用技
術研究所（NARL）が以前から６インチ用の研究設備からなるナノデバイス研究所（NDL）
を運営しているが、これに加え８インチ用の新棟を整備中でまもなく稼動する。両施設と
も、最新設備を外部研究者へ開放している点で、日本の大学には無いタイプの施設である。
研究と教育を意図するこうした施設がどのように発展していくか注目される。
エネルギー分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  8
膀エタノールからの新たな水素生成技術
　ミネソタ大学の研究チームが、従来とは異なる新しい技術によりトウモロコシを原料と
するエタノールからの水素を生成することに成功したと発表した。従来の水素生成手法で
は大規模な装置と多量の化石燃料を必要としたが、今回の装置は高さが約 60センチとコ
ンパクトで、しかもエタノールと少量の水しか必要としない。将来、個人用の水素燃料電
池普及の可能性を広げ、また水素燃料スタンドで水素を直に生成できるようにすることで、
水素燃料電池車の普及に不可欠のインフラ整備にも貢献するだろう。さらに、今回の装置
は、野菜や植物や植物性のゴミなどを効率よくエネルギーに変換する可能性が高めたこと
も意味している。
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半導体製造技術の研究開発動向
　　　　　　̶̶ 9
̶近年の国際会議での発表等から̶
　電子機器の高性能化を支えるシリコンMOS半導体技術は、これまでに幾度か技術的も
しくは経済的な限界説が唱えられながらも、近年はむしろスピードを上げながら開発が進
められている。LSIチップは、より複雑で多様な機能を持ちつつあり、これからも様々な
所で多くの半導体が使用されるであろう。半導体技術は、今後もエレクトロニクスのみな
らず他の科学技術の発展を支える基盤技術であり、また経済的にも基幹産業として主要な
位置を占めていくものと思われる。
　半導体製造技術は近年、従来の手法にてトランジスタをさらに微細化しても、これ以上
の性能向上が、図れなくなって来て、検討の中心がトランジスタへの新規材料もしくは新
型構造の適用に移行してきている。この状況は、1970年代の初頭に登場以来 30年程も続
いたシリコンMOSトランジスタの基本材料や構造を見直すと言う転換期を迎えていると
も言える。
　この様な局面を迎えているにもかかわらず、米国を中心とする最先端のプロセッサ・メ
ーカによって技術開発が牽引され、従来３年毎であった製造技術の世代交代が、ここ 10
年程は２年毎でなされている。かつて技術開発の限界説も唱えられたが、未だに致命的な
障害は明確にはなっていない。最先端のLSIの開発速度は、新規材料や新型構造の採用に
よって、これからも維持されると考えられている。
　日本の半導体関連のプロジェクトは、この様な技術開発の動向に対応していく必要があ
る。最先端の製造技術がプロセッサに牽引されている近年の状況では、プロジェクトの成
果として日本の企業がどの半導体製品に応用して行くのかの再検討が必要になっている。
また、日本のプロジェクトは大学を戦力としてうまく取り込んでいく必要がある。開発ス
ピードの向上には、特性評価やモデル化、メカニズム解明等で大学を有効に活用する事が
望まれる。
　半導体の技術開発は、技術的な障壁の増大に加えて、投資金額の面からも企業が単独で
行なうのが難しくなりつつある。この為、特に海外では、技術開発においても近年は水平
分業で行なう場合が多くなっている。この動きに従えば、日本も自らが強い領域に絞って
開発を進める事も選択肢の１つとなるであろう。それは例えば、材料や半導体製造装置、
要素技術等である。これら特定の領域で強みを発揮する事が出来れば、これらの領域を起
点に関連する分野を含め、産業競争力を強化していく事も期待出来よう。
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化学物質の健康影響評価における
緊急の課題　　　　　　　　　　　　　̶̶ 18
　化成品などに用いられている化学物質の大半は 20世紀後半に入ってから大量に製造さ
れ、利用の歴史は比較的浅い。そのため、幾つかの優れた特性をもつ化学物質が実は人の
健康に有害であることが、広範な使用の後に初めて確認され、使用が抑制されることにな
った。
　新しい技術や製品をリスク評価の後に利用する動きが近年国際的にも加速している。化
学物質の有害性評価の仕組みは、今後の様々なリスクの評価に必要な有害性情報を体系的
に取得する仕組みのモデルとして注目すべきである。
　化学物質の有害性事前評価は、有害な化学物質による環境汚染を最小限に食い止め、人
への健康影響あるいは生態系への影響を未然に防止するに有効である。また、有害性評価
は化学物質暴露のリスク評価に必須であり、近年その重要性は増しているが、多くの化学
物質の有害性評価は進んでいない。
　わが国では、1973 年に制定された「化学物質審査規正法」に拠って、新規に製造・輸
入される化学物質の有害性評価が行われ、有害性が疑われた化学物質の製造・輸入量把握
や製造の規制が行われている。その一方、制定以前から製造・輸入されている20,000 種類
に及ぶ既存化学物質の有害性評価は極めて遅れている。この状況は欧米各国とも同様であ
る。このような中、EUは域内において新規・既存を問わず使用する化学物質の有害性評
価を事業者に求める新しい規制（REACH規制）を開始しようとしている。
　既存化学物質の有害性評価が遅れている最大の理由は、健康影響に関する有害性評価に
必須な動物を用いた毒性試験に、多大なコストと時間を要することである。そこで、強い
毒性を示す可能性がある化学物質から優先的に毒性試験を実施し、効率的に有害性データ
を取得すべきである。この優先順位を決めるために、化学物質の毒性を短期間で予測する
手法を開発する必要がある。有望な手法の候補として、①化学構造の比較からコンピュー
ターモデリングで毒性を予測する定量的構造活性相関や、②生物のゲノム情報を活用した
トキシコゲノミックスなどが挙げられる。国民の安全・安心を図るためにも化学物質の毒
性研究を振興する必要がある。
　化学物質の有害性評価には、化学物質の物性、毒性、環境動態、リスク削減手法など幅
広い知識が必要である。国際的にみても、事業者が有害性評価やリスク評価を実施する責
任がより大きくなってきており、化学物質の有害性評価やリスク評価の専門家はさらに必
要性が増すと思われる。その人材育成のために、毒性学や関連領域を専門に教育・研究す
る毒性学専攻の大学院課程をわが国にも設置することを提案する。
特集̶ 2
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が混入する恐れがある。そこで、
これを避けるためにフィーダー細
胞を使わない培養方法の研究が進
められている。
　こうした中、ロックフェラー
大学の Sato 博士らは、薬剤 BIO
（6‐bromoindirubin‐3’‐oxime） は
グリコーゲンシンターゼキナーゼ
3（GSK‐3）を阻害して、形態形
成に関与するWnt シグナル伝達
系に作用した結果、ヒトES細胞
は未分化のまま細胞分裂を続けら
れることを明らかにした。さらに、
BIOを除去すると、ES細胞は様々
な細胞に分化することを見出した
（Nature Medicine 10 盧：55‐63，
2004）。
　この発見は、ES細胞が自己増殖
する機構を分子レベルで正確に知
る道を開き、こうした機構の解明
が、再生医療用のES細胞を安定
に供給する上で非常に重要と言え
ノム解析が進められている他の昆
虫、ショウジョウバエや蚊などと
のゲノム比較よって、昆虫進化の
解明の研究も今後進むことが期待
される。
　近年、米国南部では南米から進
入した性質が獰猛なアフリカミツ
バチが集団で人を襲うといった被
害が出ており、アフリカミツバチ
種とミツバチ（西洋種）の交配も
確認されている。今回の成果を利
用して両種のDNA配列比較を行
なうことで、アフリカミツバチに
対する防御策検討に役立つ可能性
もある。
（参考：NIH News，１月７日号）
膂  ES 細胞の自己増殖機
構の解明に向けた報告
　ES細胞は発生生物学や再生医療
において重要であるにもかかわら
ず、ES細胞が自己増殖する際の分
子メカニズムについてはあまりよ
くわかっていない。また、ES細胞
の継代培養は、細胞自体が分化し
やすいために非常に難しい。
　従来、ES細胞を未分化な状態で
維持しながら増やすには、マウス
由来のフィーダー細胞①が用いら
れて来た。しかし、この方法では、
ヒトES細胞②を培養する場合、マ
ウス細胞やマウスタンパク質など
膀 ミツバチゲノムのドラ
フト配列が決定された
　米国国立衛生研究所（NIH）に
属する国立ヒトゲノム研究所
（NHGRI）は、ミツバチゲノムの
ドラフト配列を公的データベー
スに登録したと１月７日に発表
した。ミツバチゲノムはヒトゲノ
ムの1/10 のサイズの約３億塩基
（270Mb）で構成されている。ミ
ツバチゲノム解析プロジェクトは
2003年初頭に開始され、NHGRIは
このプロジェクトに690万ドル、
米国農務省は75万ドルを出資した。
　ミツバチは、農業にとって重要
な生物であるだけではなく、人の
医療や行動を研究する上でのモデ
ル生物でもある。今回の成果は、
具体的には免疫応答、精神、老
化などの健康改善に関する研究の
進展に大きく貢献すると考えられ
る。また、多くのミツバチ由来の
物質を、健康食品として利用して
いる食品産業等にも大きな意味を
持つと考えられる。
　生物学者はミツバチの社会的
な本能や行動を遺伝子レベルで解
析することに関心をもち、他の生
物のゲノムと比較して、未知の遺
伝子やDNAの制御領域を発見し
たいと考えている。また、既にゲ
科学技術
トピックス
　以下は科学技術専門家ネットワークにおける専門調
査員の投稿（３月号は2004年１月31日より２月27日
まで）を中心に「科学技術トピックス」としてまとめ
たものです。センターにおいて、関連する複数の投稿
をまとめ、また必要な情報を付加する等独自に編集す
るため、原則として投稿者の氏名は掲載いたしません。
ただし、投稿をそのまま掲載する場合は、投稿者のご
了解を得て、記名により掲載しています。
ライフサイエンス分野
用語説明
①フィーダー細胞
　ES細胞の培養に用いられ、ES細
胞の増殖に必要な栄養分や増殖因
子の補給などを行なう。また、ES
細胞が増殖する際の足場になる。
②ヒトES細胞
　受精後約５日目の胚盤胞期の受精
卵の内部細胞塊に由来する細胞。あ
らゆる細胞に変化する性質をもつ。
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膀 米国における知的財産権
訴求の試験・研究使用の
例外範囲の縮小の影響
　― 知的財産権の保護と円滑
     な研究活動はどこで両立
       すべきか―
　最近米国では、研究目的で知的
財産権を使用する場合でも、大学
がビジネスを目指していると認めら
れる場合は、その知的財産権の使用
許諾を受けなければならないケー
スが出てきており、今年２月シア
トルにて開かれた全米科学振興協会
（AAAS：American Association for 
the Advancement of Science）の年次
総会においても、知的財産権の過度
な保護が科学研究発展の阻害要因と
して懸念が表明された。
　そのケースとして「Madey対
Duke大学の係争」が注目されてい
る。元Duke大学Madey教授が所
有する特許を使用した装置（電子銃）
を、Madeyが退職後もDuke大が使
用していたため、Madeyがこの装
置の使用差し止めを求めて提訴した
ものである。Duke大は、「試験・研
究使用の例外（Experimental Use of 
Exemption）」に当たるとして主張し
たが、2003年６月、最高裁はDuke
大の訴えを棄却した。
　産学連携の進んでいる米国では、
大学が研究を業務（ビジネス）してい
ると見なされ、知的財産権の訴求免
除が適用されない例が出現している。
この判例を厳しく捉えると、研究
発展が阻害される危険性があり、
AAASの会合では「研究は例外」
規程の範囲のガイドラインを早急に
作らないと研究現場が混乱するとの
議論があった。例えば、①連邦政府
の資金により行う研究でバイドール
法を適用しないケースを非商用研究
とし、企業との共同研究は商用研究
と定義し、商用研究には「研究は例
外」の範囲外とする、②研究はとり
あえず開始し、それが商用研究とな
った段階で、知的財産権を考慮する
（Infringe and Pay later）などが、ガ
イドラインとして検討されている。
AAASでは、昨年４月にもこの問
題についてワークショップが開かれ
ており、今後もこの問題に関して、
継続した検討とデータの蓄積が図ら
れていく予定である。
　日本では、特許法第69条１項に、
試験・研究では特許権の効力が及ば
ないと明記されている。しかし、米
国での「試験・研究的使用の例外」
情報通信分野
る。これらの結果は、BIOの様な
GSK‐3特異的阻害剤が、再生医
学において実際に利用されること
を示唆するものであり、今後の研
究進展が注目される。
（ワイエス研究所　上田正次氏）
膠  NIH2005 年度予算が
大統領予算教書で示
された
　2004 年２月２日、米国 2005 会
計年度（2004年 10月から 2005年
９月）の大統領予算教書が公表さ
れた。研究開発予算は、前年比の
4.7％増の 1,319 億ドルとなった。
内訳は、開発予算が717億ドル（前
年比 7.7％増）、基礎研究費が 268
億ドル（前年比0.6％増）、応用研
究が285億ドル（前年比0.5％増）
である。
　そのうち、国立衛生研究所（NIH）
の2005年度予算は、288億ドル（前
年比 2.6％増）である。NIH傘下
の27研究所のうち、NCI（国立が
ん研究所）、NIAID（国立アレル
ギー感染症研究所）、NHLBI（心
臓、肺及び血液研究所）の予算額
が他の研究所と比較して大きい（全
研究所予算に対して占める割合：
NCI 17 ％、NIAID 16 ％、NHLBI 
10％）。
　優先事項として挙げられている
のは、NIHが 2003 年９月に発表
した「生物医学研究推進に向けた
戦略 ―NIH医学研究ロードマッ
プ―」の推進、対バイオテロ研究
（Biodefense Research）、感染症研
究、肥満をはじめとする慢性疾患
の研究である。
　NIH医学研究ロードマップの
2004年度の予算は1.28 億ドルであ
ったが、2005年度予算では2.37 億
ドルに増加した。その内訳は、①
新しい知識の創生や研究を推進
するための基盤となる「道具箱
（新規テクノロジーやデータベー
スを含む）」の作成に焦点を置い
た「New Pathways to Discovery」
に 1.37 億ドル、②学際的な領域
におけるチーム研究を推進する
「Multidisciplinary Research Teams 
of the Future」に 0.39 億ドル、③
研究室の成果から臨床現場への速
やかなトランスレーショナルリサ
ーチの実現を図る「Re-engineering 
the Clinical Research Enterprise」
に 0.61億ドルとなっている。
　対バイオテロ研究（Biodefense 
Research）については、2001年の
秋以降、NIAIDが中心的な役割を
果たしており、予算は継続的に増
加を示している。
　また、タイプ２型糖尿病、脂肪
肝、心臓疾患などの肥満が原因で
発症する疾患が増加していること
から、肥満研究にも焦点が当てら
れることになった。肥満研究タス
クフォースが結成され、NIH横断
型の研究プログラムが実施される
（0.22 億ドル）。
（参考：AAAS，“NIH‘Soft Landing’
Turns Hard in 2005”，Feb．20，2004）
科学技術トピックス
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膀 韓国と台湾で相次いで共
同利用型ナノテクノロジ
ー研究施設がオープン
　韓国と台湾の大学敷地内に、外
部研究者も利用できる共同利用型
の最新ナノテクノロジー研究施設
が、相次いでオープンする予定で
ある。
　韓国テジョン市にある国立先
端科学技術大学院大学 KAIST
（Korea Advanced Institute of 
Science and Technology：韓国を
代表する研究型大学院大学）で
は、ナノファブセンター（National 
Nanofab Center）を建設中であり
2004 年末にオープンする。建物
は、SoC（システム LSI）設計棟
とクリーンルーム棟から成る。後
者は２つのクリーンルームから
成り（クリーンルーム面積：計
4,000m2）、そのうちの１つは、８
インチのシリコンウエハ用のもの
で、半導体微細加工技術を研究す
るとともに、SoC設計棟での成果
の試作を行なう。もう１つのクリ
ーンルームは、バイオテクノロジ
ーや情報通信技術等とナノテクノ
ロジーとの融合を図るためのもの
で、新領域の産学官連携研究を進
める。これらの施設では、国内外
の他大学、研究機関、産業界の利
ナノテク・材料分野
範囲の縮小の影響を受けることも考
えられ、知的財産権の保護と円滑な
研究活動の両立をどのように図るか
各方面からの検討が必要であろう。
膂 国際競争力を維持する
日本企業の半導体微細
加工技術
　― Microlithography 2004
（Santa Clara）”国際学
会から―
　去る２月22～ 27日、SPIE（The 
International Society for Optical 
Engineering ／ USA）が主催す
る 国 際 会 議“Microlithography 
2004”が、米国西海岸のシリコ
ンバレーの中央に位置するSanta 
Clara 市 の Convention Center に
おいて開催された。本会議は、
1976 年以来毎年開催されており、
今回は第 29回目である。ここで
は、常に半導体の微細加工分野の
最先端技術が競って発表されて来
ており、露光線源から露光材料に
いたるリソグラフィ技術の全体を
包括的にカバーし、かつ、展示会
も併催されるため、学界から産業
界にいたる広いスペクトルレンジ
で市場を含めた産業技術動向の全
体を把握できる注目すべき学会で
ある。
　今回の参加者総数は、展示会
参加者を含めて昨年より５％増
の 4,100 名に昇った。そのうち学
会参加総数は 2,500 名、総発表件
数は 766 件であり、招待講演を
含む口頭発表が 365 件、ポスタ
ー発表 401件であった。これらの
発表が① Emerging Lithographic 
Technologies, ② Metrology, 
Inspection, and Process Control,
③ Advances in Resist Technology 
and Process ing , ④ Optica l  
Micro l i thography , ⑤ Data 
Analysis and Modeling の５個の
セッションに分かれ、５日間に渡
って熱心な討議が重ねられた。
　今回の注目発表は、④の
Optical Microlithography の セ ッ
ションで競って発表された譁ニコ
ン、譁ASML社（オランダ）、お
よび、譁キヤノンの露光装置であ
る。これは、波長 193nmの ArF
（アルゴン・フロライド）エキシ
マレーザを用いた光リソグラフ
ィ装置の液浸技術による加工性能
エンハンスメントに関するもので
ある。液浸技術とは、フォトレジ
ストを塗布したシリコンウエファ
と縮小投影レンズの先端部分の空
間に純水を満たし、純水の屈折率
1.4 だけ光学系の解像度を向上さ
せる技術である。この技術は、当
初、現実性に疑問が持たれていた
が、気泡の処理ノウハウなど地味
なEngineering が重ねられ今回の
発表にあったような本命技術とし
ての信用を得るに至っている。
　ArFレーザを用いた露光装置は、
ITRS（International Technology 
Roadmap for Semiconductors） 上
でもともと線幅 90nm加工を目
標に開発されて来たが、液浸技
術やこれまで開発されてきた位
相シフトマスク技術など他の解
像度向上技術；RET（Resolution 
Enhancement Technology） と 合
わせて、45nmはもとより、32nm
まで加工可能であるという見通し
が立てられた。その結果、ドライ
のArF装置を液浸技術を用いる
ことで延命させることが可能とな
り、大幅な開発コスト削減が実現
しそうである。このため、32nm
以下の候補であった波長 157nm
の F2（フッ素）レーザを光源と
する露光装置の開発は先送りとな
り、さらに短い波長の 13.5nmの
EUV（Extreme Ultra-Violet） 光
を光源とする露光装置と技術選択
競争がなされる状況となった。半
導体微細加工装置の市場シェアー
は、譁ニコン、譁 ASML社（オ
ランダ）、譁キヤノンの３社がト
ップ集団にあり、他を寄せ付けて
いない。これら３社の間で抜きつ
抜かれつの熾烈なトップ争いを展
開しているが、依然として、前記、
日本の２社がこの分野における強
力な国際競争力を維持している。
科学技術動向　2004 年３月号
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エネルギー分野
膀 エタノールからの新た
な水素生成技術
　水素燃料生成に関して様々な方
面で研究開発が進められている。
このほどミネソタ大学の研究チー
ムは、トウモロコシを原料とした
エタノールからの水素生成に成功
したと発表した。
　従来のエタノールからの水素生
成法は、大規模な精製設備と多量
の化石燃料が必要とする。一方、
同研究チームが試作した水素生成
装置は管や電線で構成され単純な
構成となっており、しかも高さ約
60センチと小型である。この装置
は水素生成に用いるのがほとんど
エタノールだけであり、従来の手
法に比べはるかに安いコストで水
素を生成できる。
　同研究チームはエタノールを水
素に転換するプロセスで、エタノ
ールの発火を抑えるために、少量
の水を加えた。通常、エタノール
１分子から生成される水素分子は
３個だけであるが、水を加えたた
めに水素分子４個が得られた。水
分子に含まれる水素原子を勘案す
ると、理論上はエタノール１分子
に対して５個の水素分子を得られ
るという。
　将来、トウモロコシから生成さ
れたエタノールを、この装置で水
素に転換して燃料電池で発電する
システムが実現すれば、個人用の
水素燃料電池が普及するだろう。
また、この技術により水素燃料ス
タンドにおいて水素が容易に生成
できるようになれば、水素燃料電
池車の普及にも貢献することにな
ろう。
　この新しい装置は従来の水素生
成装置よりコンパクトになったと
いっても、現在の形状ではまだ社
会の中へ適応させるには問題があ
り、また、将来の普及を考えると
原料となるトウモロコシの供給量
に懸念がある。しかし、今回の装
置の開発は、野菜や植物や植物性
のゴミなどを効率よくエネルギー
に変換する可能性が開けてきたこ
とを意味しており、今後の取り組
みが期待される。
（参考：Science Vol 303，Issue 5660，
993‐997，2004年２月13日）
用を有償で受け付ける。予算規模
としては、2002 ～ 2010 年の間に
計 300億円程度が投入され、出資
元内訳は、政府 41％、地方自治
体 13％、KAISTおよび他の機関
24％、産業界５％、残りは運営収
入である。一方、支出内訳は、建
設費７％、設備費40％、維持管理
費 40％、その他 38％という予定
になっている。
　一方、台湾の新竹（シンチュ
ウ）にある国立交通大学（National 
Chiao Tung University： 台 湾 最
大の科学技術大学）の敷地内で
は、以前から国立応用技術研究
所（National Applied Research 
Laboratories）が運営し、国内の
科学技術系大学が共同利用するナ
ノデバイス研究所（National Nano 
Device Laboratories（NDL））とい
う６インチウエハ用の半導体デバ
イス研究設備が運営されている。
新たに８インチ用の新棟（クリー
ンルーム面積：3,300m2）が 2003
年中に建設を終え、現在は内部設
備をインストール中である。NDL
はほぼ 100％政府出資の機関であ
るが、プロジェクト研究の形で国
内外からのアクセスが可能な機関
である。これまでの６インチ設備
は140名以上の専任スタッフを有
する極めて管理の行き届いた施設
である。2003年までの実績として、
約 50のトレーニングコース、約
10億円相当の大学向けファウンド
リ（試作）サービス、共同研究163件、
74の論文発表を挙げており、特に
半導体デバイス技術者として即戦
力となる人材の供給という意味に
おいて、台湾産業界へ大きな貢献
を果たしてきた。８インチの新設
備も、同様の管理体制のもとで運
営されることになっている。
　研究と教育を意図する最新設備
の共同利用施設が、大学の敷地内
でどのように発展していくか、今
後の研究成果が注目される。両施
設とも、最新のナノファブセンタ
ーが外部の研究者も利用できると
いう点で、日本の大学には例が無
いタイプの施設である。今後、日
本の各研究機関もコラボレーショ
ンを検討する余地があろう。
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特集1
特集膀
半導体製造技術の研究開発動向
̶近年の国際会議①での発表等から̶
情報・通信ユニット　小松　裕司
1．はじめに
　電子機器の高性能化を支えるシ
リコンMOS半導体技術は、これ
までに幾度か技術的もしくは経済
的な限界説が唱えられながらも、
近年はむしろスピードを上げなが
ら開発が進められている。LSI チ
ップは、シリコンMOSでは従来
難しいとされていた高周波やア
ナログ等の技術をも取り込み、よ
り複雑で多様な機能を持ちつつあ
る。身の回りの製品を含め様々な
所でこれからも多くの半導体が使
用されるであろう。半導体技術は、
今後もエレクトロニクスのみなら
ず他の科学技術の発展を支える基
盤技術であり、また経済的にも基
幹産業として主要な位置を占めて
いくものと思われる。
　本特集では、この半導体技術を
支える製造技術を中心に研究開発
の近年の動向を概観し、日本の半
導体関連のプロジェクトの課題に
も触れる。
2．次世代MOSトランジスタの開発状況
２‐１
転換期にある
MOSトランジスタ開発
　デジタル回路の中でトランジス
タは通常、オン・オフの２つの状
態を遷移するスイッチとして用い
られる。このスイッチとして機能
するトランジスタで、これまで主
に半導体集積回路の技術革新を支
えて来た基本デバイスは、MOS
（Metal-Oxide-Semiconductor； 金
属‐酸化膜‐半導体）と呼ばれる
構造を有するユニポーラ・トラン
ジスタ②である（図表１）。
　このMOSトランジスタの基本
材料および構造③は、古く 1970
年頃に確定してからは、現在まで
大きくは変化していない。金属部
分には、多結晶シリコン④に不純
物を高濃度に添加して形成される
導電体が、酸化膜部分には単結晶
シリコンを熱酸化して形成される
シリコン酸化膜（SiO2）が、半導
体部分には単結晶シリコンがそれ
ぞれ使用されている。MOSと言
いながらもその主たるものは、シ
リコンと酸素の２種類であり、い
ずれも地球上に多く存在する元素
からなる。
　MOSトランジスタの基本材料
および構造が確定してからは、シ
リコン結晶の低欠陥化、材料の
高純度化および微細加工技術によ
って、３年毎に世代を更新させな
がら半導体製造技術が発展して来
た。リソグラフィーによるパター
ン形成の微細化と加工精度の向上
とにより、DRAMに代表される
LSI の集積度の向上が継続的に達
成されてきた。
用語説明
①国際会議
　半導体の３大国際会議として、IEDM（電子デバイスに関する会議）、
ISSCC（固体回路に関する会議）、VLSI シンポジウム（LSI 製造技術および
回路に関する会議）がある。これらは、何れも採択率が３割程度の比較的厳
しい会議としてだけでなく、各研究機関の技術レベルを示すものとして注目
されている。開発をリードする企業もこれらの国際会議での発表にあわせて、
新技術の開発を公式発表する場合が多い。これらの国際会議は、単なる学会
に留まらず、企業の広報活動の場としても重要な位置を占める。
　図表１　 シリコンMOSトランジ
スタの基本材料および
構造
科学技術動向研究センターにて作成
10
科学技術動向　2004 年３月号
　1990 年代に入ると、LSI 内部の
配線やトラジスタの微細化によっ
て生じる抵抗および容量の増大等
の寄生効果への対応が課題となっ
た。これに対しては、①シリコン
と金属の化合物（金属珪化物もし
くはシリサイド）、②銅（Cu）⑤等
の新規材料、および③ SOI⑥等の
一部新規構造をそれぞれ導入する
事により、低減が図られてきた。
　ところが近年、従来の手法で
トランジスタをさらに微細化して
も、これ以上の性能向上が図れな
くなって来ている。これは例えば、
ゲート酸化膜を一定以下に薄膜化
すると、本来の絶縁膜として機能
しなくなり、ゲート電極の漏れ電
流が増大する事に現れる。
　以上の様な理由により、これま
で用いてきたトランジスタの材料
や構造の見直しが迫られている。
　この様な状況下で近年は、図
表２に示す様な新規材料の検討が
盛んに行なわれている。検討の中
心は、ゲート電極に関しては、よ
り低抵抗の要求を満たす本来の金
属材料の使用である。これは例え
ば、多結晶シリコンよりも抵抗が
低く、半導体製造工程中の高温処
理にも耐えられる、タングステン
（W）やモリブデン（Mo）等であ
る。ゲート酸化膜については、よ
り低い電圧にて大きな電界を印加
する事が可能で、その結果ゲート
電極の漏れ電流を抑制出来る高誘
電率膜の検討が行なわれている。
これは例えば、アルミニウム（Al）
やハフニウム（Hf）等の金属酸化
物等である。また、半導体につい
ては、従来のシリコンよりも電荷
の担体が動き易い高移動度の材料
等に検討の重点が置かれている。
これは例えば、歪みシリコンやシ
リコンとゲルマニウムとの化合物
（SiGe）等である。
　一方、トランジスタ構造の見直
しとして、単純な平面（Planer；プ
レーナ）型でゲート電極を１つ有
する従来のトランジスタに対して、
複数のゲート電極を配置する検討
が行なわれている。この様にして
ゲート電極からの電界制御性⑦を
向上させ、オン・オフの切り替
わり特性に優れたトランジスタを
実現するのがこの検討の目的であ
用語説明
②ユニポーラ・トランジスタ
　半導体中で電荷の担体は、電子とホールの２種類ある
が、この内どちらか一方が動作に寄与するトランジスタ。
両者が寄与するものは、バイポーラ・トランジスタと呼
ばれる。
③トランジスタの基本構造
　真空管に替わって最初に用いられたのは、バイポーラ・
トランジスタであった。しかし、これは電流駆動型のデ
バイスであり、相対的に消費電力が大きくなる。また、
半導体基板表面に対して垂直方向に電流を流すデバイス
となるので、プロセスが比較的複雑になり、MOSトラン
ジスタと比べて集積化は難しい。一方、MOSトランジス
タは電圧駆動型のデバイスである為、基本的に低消費電
力となる。加えて、タイプの異なる２つのMOSを組み
合わせCMOS（Cは Complementary の略で、相補的と
の意味）構成とする事により、常に構成単位のスイッチ
はオフになり、回路全体で定常的な電流は流れなくなる。
これによって、さらに消費電力を下げる事が可能となる。
この様にCMOSトランジスタでは、低消費電力化と高集
積化が比較的容易に行えた為、これまで半導体集積回路
技術を支えて来た。
④多結晶シリコン
　ゲート電極を形成した後、不純物を拡散する事により、
ゲート電極パターンに対して自己整合的にソースやドレ
イン等の拡散層パターンを形成する事が可能となる。こ
の不純物拡散層の形成には、当時で1000襄程度の高温が
必要であり、耐熱性の観点からそれまで使用されてきた
アルミニウム（Al）が多結晶シリコンに置き換えられた。
⑤Cu
　従来使用されていた Al 配線では配線抵抗が高い為
に、LSI の一部でより低抵抗の Cu 配線に置き換えら
れている。
⑥SOI
　Silicon On Insulator の略で絶縁膜上の単結晶シリコン
（基板）を示す。SOI構造とする事により、拡散層が有す
る接合容量を低減する事が可能となり、デバイスの動作
速度が向上する。
⑦電界制御性
　MOSトランジスタは、半導体表面の電界をゲート電極
で制御し、半導体表面の電気伝導度を大きく変える事で
動作する。より低い電圧をゲート電極に印加して、オン・
オフさせる事が出来るのがより特性の良いトランジスタ
となる。
　図表２　MOSトランジスタを構成する材料の変遷
これまで 開発中もしくは今後
1970年頃以降 1990年頃以降 現在の要求 候補
ゲート電極
（M）
多結晶シリコン
金属珪化物と
の２層構造
低抵抗 W、Mo等の金属
ゲート絶縁膜
（O）
シリコン酸化膜
シリコン酸化
膜に窒素等を
少量添加
高誘電率
Al、Hf系
の酸化物等
半導体（S） シリコン シリコン 高移動度
歪みシリコン、
シリコンゲルマ
ニウム化合物等
科学技術動向研究センターにて作成
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る。これは例えば、図表３に示す
様にゲート電極が２つ（Double 
Gate）、３つ（Tri-Gate もしくは
Fin 型）等のトランジスタの検討
である。トランジスタのチャネル
形成部を一面からだけでなく、２
面もしくは３面、さらにはチャ
ネル全体を囲む様なゲート電極と
する事により、ゲート電極の電界
制御性を向上させる事が可能とな
る。新しい構造のMOSトランジ
スタは、これを狙ったものである。
２‐２
新規材料および構造の検討状況
盧高誘電体絶縁膜
　2000 年頃までは、高誘電率
（High k）膜材料の候補として、
多種類の化合物⑧が挙げられ、ま
たその薄膜の形成手法を巡っても
各種の議論がなされていた。しか
し現在では、実効的な誘電率やシ
リコン半導体製造工程中の熱に対
する耐性等からハフニウム（Hf）
酸化物系の材料に本命が絞られて
きている。IEDM2003⑨において
も高誘電体絶縁膜としては、“Hf
系ゲート絶縁膜”なるセッショ
ンのみが設けられていた。この
事からも材料は限定されつつある
と言える。また、この薄膜材料の
形成方法もALD（Atomic Layer 
Deposition）法と呼ばれる原子も
しくは分子層を一層毎に形成する
手法が主流になりつつある。
　当初、高誘電率膜の特性を最適
化すれば、トランジスタの特性は
改善されると考えられていた。し
かし、次に述べるように実際のデ
バイスへの応用検討が進む程、こ
の高誘電率膜の置き換えにより、
改善されるのは誘電率のみである
事、総合的なデバイス特性は逆に
劣化してしまう事が判明してきて
いる。
　最初に指摘された課題が、シリ
コン基板との界面に存在する遷移
層や固定電荷、もしくはソフト・
フォノンと呼ばれる高誘電率膜特
有の分極結合に起因する格子散乱
による担体の移動度が従来の50％
程度に低下１）する事である。これ
はトランジスタの特性劣化に直接
につながるものであり、高誘電率
膜の採用にあたっては解決されな
ければならない。これに対して、
2003 年に開催されたVLSI シンポ
ジウムにて、酸窒化ハフニウムシ
リケート（HfSiON）膜を堆積し
た後でプラズマ酸化もしくはプラ
ズマ窒化を行なう事により、移動
度を従来の 80～ 90％まで改善さ
れる事が報告２）されている。とこ
ろが同じVLSI シンポジウムで、
今度は多結晶シリコンと高誘電
率膜との界面に生じた固定電荷
により、トランジスタの閾値制
御が従来通りのチャネル形成部
の不純物濃度とゲート絶縁膜の
容量だけでは、不可能との報告
がなされ、高誘電率膜を実用化
する上での難しさが再確認され
ている３）。逆に、これまで用いて
きたシリコン酸化膜が、非常に
理想的な界面特性を有していた
とも言える。
　さらに最近になって、この高誘
電率膜の信頼性に関する課題が指
　図表３　マルチ・ゲートのトランジスタの構造
科学技術動向研究センターにて作成
　図表４　高誘電率膜の課題
科学技術動向研究センターにて作成
用語説明
⑧多種類の化合物
　現在検討の主流であるHf 以外にもチタン（Ti）、タンタル（Ta）、イットリ
ウム（Y）、ランタノイド（La）、Al、ジルコニウム（Zr）等の金属の酸化物膜
が検討された。
⑨ IEDM2003
　本特集では、2003 年に開催された IEDMとしてこの様に記す。他の開催年
や他の学会についても同様。
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摘され始めている４）。これは、例
えば高誘電率膜に電圧を印加し続
けた時の膜特性の変化やトランジ
スタとして動作させ続けた時にチ
ャネルからエネルギーの高い一部
の電子やホールが高誘電率膜へ注
入される事による膜特性の劣化で
ある。
　デバイス中で長時間使用される
事によるゲート酸化膜の特性の変
化に関して、これまで使用されて
きたシリコン酸化膜では、長い間
蓄積してきたデータがある。これ
に対して、高誘電率膜に関しては
ようやくこれらの信頼性データが
議論されつつある段階に来ている
状況にある。薄膜の形成技術が過
去に幾度と改善され、既に膜厚が
１nm前後と極限まで薄くなって
いるシリコン酸化膜を別の材料で
置き換える事は、そう簡単では無
いとの意見が、特に高誘電率膜で
新たな課題が抽出される度に高ま
って来ている。それでもなお、イ
ンテルやAMDが金属のゲート電
極と同時に高誘電率膜を 2007 年
に出荷される 45nm世代の製品に
採用する事をアナウンス５，６）して
いる。
盪歪みシリコン
　歪みシリコンを用いたMOSト
ランジスタは、2001年に開催され
たVLSI シンポジウムで IBMが
２件の論文７，８）を発表して以来、
一躍注目された技術である。この
歪みシリコン技術とは、トランジ
スタのチャネル形成部分に引っ張
りまたは圧縮の歪みを加えて、材
料固有の特性の１つである担体の
移動度の値を高めるものである。
しかしながら、IBM自身の見解か
ら、早くても実用化は 2005 年以
降と一般的には考えられていた。
　ところが 2002 年、インテルが
ペンティアム４への歪みシリコン
技術の 2003 年中の採用をアナウ
ンスし、また同じく 2002 年、米
国のAmberWave Systems 社⑩が
歪みシリコン基板技術をライセ
ンス販売に向けて既に準備中と
報道９）もされ、急速に注目度が
高まっている。
　IEDM2003 の CMOS デバイス
のセッションでは、この歪みシ
リコンに関しての技術発表が多
く、インテルからの レイト・ニ
ュース⑪投稿を含め、注目された。
IEDM2003 では、歪みシリコンに
関してレイト・ニュースを含め12
件の論文が発表されたが、これは
CMOS分科会全体の発表件数であ
る 30件の 40％を占めるに至って
いる。次世代のトランジスタ開発
の関心が、近年はこの歪みシリコ
ンと次に述べるマルチ・ゲートの
トランジスタに集まっていると言
える。
　インテルの発表 10）は、機械的
な応力をNMOSと PMOSとでそ
れぞれ制御して加える事により、
トランジスタのチャネル形成部の
シリコンの歪みを両者で独立に最
適化したものである。トランジス
タのチャネル形成部のみに局所的
に歪みを加えているので、本当の
意味ではゲート直下のMOSトラ
ンジスタの基本材料を変えた事に
はならないかも知れない。しかし
ながら、この技術は１～２％の製
造コストの上昇のみにて、90nm
世代のペンティアム４の最初の製
品に適用されているとの事で注目
される技術である。
蘯マルチ・ゲート構造
　比較的古くからSOI構造と組み
合わせてダブル・ゲート構造のト
ランジスタが検討されてきた。と
ころが数年前からチャネルの３面
がゲート電極で囲まれ、基板の上
方向からのみの加工で作成が可能
な３ゲート構造のトランジスタの
検討が盛んとなって来ている。こ
の３ゲート構造のトランジスタ
は、図表３の３ゲート構造の下段
の図の様に半導体基板に深くゲー
ト電極が形成される場合は特にフ
ィン（Fin）型と呼ばれる事が多い。
　フィン型のトランジスタは、基
板の上方向からのみの加工で作
成可能な為、特に IEDM2002 で
IBM等から６件の発表がなされ
た。このフィン型の構造を用いる
事により、微細化に伴う副作用を
抑制しつつトランジスタの特性向
上が行い易い。しかしながら、基
板の上方向からのみの加工とは
言いつつも３次元構造に近い深
い凹凸を基板に形成する必要があ
る事やこのフィン型トランジスタ
に対する配線形成の難しさ等から
IEDM2003 では発表数は２件とな
り、急速にこのトランジスタに対
する熱が冷め、前述の歪みシリコ
ン技術へと関心が移っている事が
うかがえる。
　なお、AMDは、2003 年９月に
開催された固体素子および材料に
関する国際会議（SSDM2003）に
て、３ゲート構造のトランジスタ
に関する発表を行なっている。チ
ャネル形成部の３方向を金属ゲー
ト電極で囲んだトランジスタ（図
用語説明
⑩ AmberWave Systems社
　MITのスピンオフベンチャー。歪みシリコンの基礎となる技術は 1990年初
め頃からMITの E.A.Fitzgerald 教授の研究室で行なわれている。同社は、歪
みシリコンの欠陥密度を低減する重要な知的財産権を何件か保有していて、
IBMの技術にも対抗出来るとコメントしている。
⑪レイト・ニュース
　一般の論文の投稿締め切り日が過ぎた後に受け付けられる論文。非常に限ら
れた数の重要な最新の研究成果が報告される場合が多い。
半導体製造技術の研究開発動向　̶近年の国際会議での発表等から̶
13Science & Technology Trends   March  2004
特集1
が関与した採択論文で、複数研究
機関にまたがる論文の割合は、日
本の場合３割程度であるのに対し
て、米国の場合は４割程度、日本
を除くアジアや欧州の場合は９割
程度となっている。
表３の３ゲート構造の上段の図）
で、この部分のシリコン格子を局
所的に歪ませ、キャリア移動度を
向上させている。３方向をゲート
電極で囲む事により、実効的なチ
ャネル幅が拡大し、かつチャネル
のオン・オフ制御性が増し、総合
的なトランジスタの性能向上につ
なげている。これは、半導体基板
に浅くゲート電極が形成されるの
で、形状的にはプレーナ型に近く、
従来のプロセスとの互換性も高い。
　チャネル形成部の全てをゲート
電極で囲んだ形のGAA（Gate All 
Around）型のトランジスタは、
究極のMOS構造と言われている。
しかし、この構造はMOSプロセ
スにおいては集積化が難しく、半
導体基板表面に垂直に電流を流す
縦型のMOS構造を中心に特性評
価が行なわれている11）。また近年、
チャネルにカーボンナノチューブ
を用いたトランジスタでもGAA
型が検討され始めている。
3．IEDM採択論文数から
　図表５の左の円グラフは
IEDM2003 での採択論文件数を投
稿機関の国・地域別に、また右の
図はその中で学および官からの投
稿の占める割合を IEDM2001およ
び IEDM2002のデータと共に示し
たものである。ここで複数の研究
機関にまたがる論文の場合は、関
与した研究機関の数で案分した。
　IEDM2003 の採択論文数の国・
地域別割合は、過去数年間で顕著
な変化は無い 12）。半数弱が米国
からの投稿で、日本からは全体の
1/4 程度、残りを日本以外のアジ
ア地域と欧州からの投稿数が分け
る形になっている。
　日本では従来、殆んど産業界
からの寄与であった採択論文数も
2001年以降の変化を見ると産業界
以外からの採択論文数が増えてい
るのが分かる。これは、主に国家
プロジェクト等による研究機関か
らの寄与であり、大学からの寄与
は 10～ 15％程度で 2001年以前の
値と大きな変化は無い。
　図表６は、過去３年間について
IEDM採択論文数における複数の
研究機関に所属する複数の著者に
よる論文の割合の推移を国・地域
別に示したものである。日本では、
産学連携のみならず企業間もしく
は大学間の共同研究も他国・他地
域と比べて少ない事は既に指摘さ
れている 13）。近年では、業界再編
や業務提携等により、日本におい
ても企業間の共同研究は高まりつ
つある。しかし、学や官にまたが
る共同研究成果は、まだ少なくと
もこの採択論文数には現れていな
いのが現状である。例えば、大学
　図表５　 IEDM2003 での国・地域別採択論文数割合（左図）と
 各国・地域毎の学および官からの採択論文数の割合推移（右図）
科学技術動向研究センターにて作成
　図表６　 過去３年間の IEDM採択論文数におけ
る複数機関にまたがる論文数の割合
科学技術動向研究センターにて作成
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　国際半導体技術ロードマップ
（ITRS；International Technology 
Roadmap for Semiconductors）14）
は、半導体産業に対する技術的な
要求項目を 15年先まで見通した
ものである。ここで要求項目と
は、例えばリソグラフィーに関し
ては、最小パターンの線幅やその
精度、異なる層に対する重ね合わ
せ精度、一括して描画可能な領域
等である。リソグラフィー以外に
ついても、シリコンウェハーや半
導体の各プロセス工程、組み立て
に至るまで様々な項目に対して、
技術的な要求内容が示されてい
る。この ITRSが、最初に作成さ
れた当時（1992年）は米国国内向
けのもので、名前もNTRS（Nは
National の略）であったが、現在
では国際的なものとなっている。
ITRSの内容は、参画する専門家
の総意に基づいて決定される。実
際には技術開発が ITRSの要求よ
りも早い時期に達成される為に、
見直しのたびに ITRSも、前倒し
されている。
　ところが、最初は単なる“前
倒し”であったこの ITRSが、近
年は明らかに世代交代のペースが
上昇し、少なくとも先行企業の間
ではこれが通常の開発スピードと
認識されつつある。つまり最初に 
NTRSがまとめられる以前から長
い間、半導体の製造技術の世代交
代は、３年毎のサイクルで行なわ
れて来た（1977 ～ 1995 年）の
であるが、1995 年以降は実際に
は実績として、これが２年毎のサ
イクルとなっている。当初は、こ
れがある特定の世代の例外的な事
象にとらえられていたが、最近で
は、少なくとも開発をリードする
企業は、このロードマップと新製
品の投入予定時期とをかなり先ま
で２年毎の世代交代で記す場合が
多い。
　ITRSはあくまでも目安であり、
ビジネスで熾烈な競争を展開して
いる企業からすれば、“これに従
っていれば安泰”と言うものでは
無い。この事からすれば、ITRS
の要求よりも早い時期に技術開発
がなされる事は、納得できよう。
しかしながら、２章で述べた様に
近年はMOSトランジスタの基本
材料や構造が更新されると言う、
技術的に大きな転換期を迎えよう
としている。にもかかわらずなお
先行する企業からは、製造技術の
２年毎の世代交代を前提とした製
品化計画がアナウンスされ続けて
いるのが現状である。
　例えばAMDは、SSDM2003 で
実証した３ゲート構造のトランジ
スタを、2007年にも量産が見込め
るとしている。これは、2003年時
点でのロードマップを２年前倒し
する事になる６）。
　また、インテルも今後のプロセ
ッサの製品展開として、新材料や
新構造のトランジスタの採用とと
もに 2005 年に 65nm 世代、2007
年に 45nm世代の製造技術にて、
製品投入する事をアナウンスして
いる 10）。当初のアナウンスより多
少遅れはしたが、90nm世代のペ
ンティアム４プロセッサ（開発コ
ード名、Prescott；プレスコット）
も先日（2004年２月）発売された。
これは前世代の製品投入からほぼ
２年後の事となっている。
　この様な状況にもかかわらず、
図表７に示す様に最新の 2003年
版の ITRS⑫においても依然とし
4．半導体技術ロードマップと技術開発のスピード
　図表７　ITRSによる半導体製造技術の世代交代の予測時期と実績
* プロセス世代の到達実績は、斜体で示した
** 技術をリードする企業の2003年時点でのロードマップ
蘆半導体製造技術の世代は、テクノロジー・ノード（Technology Node）と呼ばれる代表的な
値で表示、単位は nm
ITRS公式サイト 14）やインテル社のウェブサイト 10）を基に科学技術政策研究所にて作成
実現予測時期
ロードマップの見直された年
1994 1997 1999 2001 2003 参考 **
1994
1995 350*
1996
1997 250
1998 250
1999 180 180
2000
2001 180 130
2002 130
2003 130 90
2004 130 90 90
2005 100 65
2006 100
2007 100 65 65 45
2008 70
2009 70 32
2010 70 45 45
2011 50 22
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て、ロードマップの将来の部分は
従来通り３年毎の世代交代で示さ
れている。ITRSを基にした開発
計画は、常に陳腐化し、スケジュ
ールの見直しを余儀なくされる可
能性が高いと言える。
　1970 年代の初めに登場して以
来、30年近くに渡って半導体製造
技術を牽引したDRAMは、既に
ITRSの製造技術の世代交代から遅
れ始めている。1997年には、それ
までの傾向から予定された開発速
度で4GビットのDRAMの開発が
学会発表 15）されているが、それか
ら６年が経過した2003年末の時点
でも、1GビットのDRAMでさえ
まだサンプル評価品が供給される
に留まっている。従来の傾向から
すれば、この1GビットのDRAM
は、2000年頃には製品化されてい
るはずのものである。しかし現在、
容量の大きなDRAM製品として
は、主力の 256Mビット品と生産
量が増大中の 512Mビット品⑬と
なっている。これは、市場の要求
が変化した事が理由である。ユー
ザがDRAMに対して、最も重要
視してきたのは、従来データ容量
であった。しかし、近年では速度
に対する要求の方が高い。
　DRAMはその原理上、微細化
によって記憶容量は増大するが、
基本記憶単位のデータの書き込
み・読み出し速度⑭は大きくは変
わらない。一方、プロセッサは微
細化によって、トランジスタの集
積度のみならず動作速度をも大き
く上げる事が可能である。この結
果、プロセッサとDRAMとのデ
ータ転送速度に関するボトルネッ
クはますます増大して、実際には
これがプロセッサの計算速度を律
速する様になって来ている。
　よって、近年のDRAMの開発
項目は、メモリ基本素子の微細
化よりも周辺回路やバンク⑮構成
等のアーキテクチュアの工夫によ
るデータ転送速度の向上であり、
この結果、シンクロナスDRAM
やラムバスDRAM⑯等の新しい
DRAMの高速化技術が開発さ
れて来た。つまり、現在の単体
DRAMは、製造するだけであれ
ば、かつての様に最先端の製造ラ
インや装置を揃える必要は無い。
最先端の半導体製品からすれば古
い世代の製造技術をDRAM向け
に転用すれば良いのである。
　代わって現在、半導体製造技術
を牽引するものは、最先端のプロ
セッサとなっている。このプロセ
ッサは必ずしもサーバ向け等のハ
イエンド品とは限らない。ある程
度の市場規模が見込め、それを前
提に大型の設備投資が可能なデス
クトップ向けのプロセッサが、技
術を牽引している。少しでもクロ
ック周波数が高いプロセッサが、
市場に投入されれば、幾分高くて
用語説明
⑫2003年版の ITRS
　2003 年の ITRSの見直しでは、2001 年版からの製造技術の世代交代時期の
新たな見直しは行なわれなかった。先行企業は 2003 年末頃から 90nm世代の
製造技術で生産を開始したとアナウンスしているが、ITRSの定める判定条件
には合わなかったのかも知れない。
5．テクノロジー・ドライバについて
もこれを購入するユーザが多数存
在するのである。まして複数企業
の提供するプロセッサ間に互換性
があれば、少しでも早く高性能の
製品を市場に投入する為に企業間
の競争は激しくなる。現在、インテ
ルに対して、IBMやAMD等の企
業が提携し、激しい競争を展開し
ている。この結果として、最先端の
半導体製造技術もこれらの企業に
牽引されているのが現状である。
　DRAMを高集積化する為の半
導体製造技術に対する要求事項と
しては、基本的には微細パターン
の形成と精度の良い加工である。
一方、プロセッサの場合、配線を
も含んだトランジスタの高速化技
術が最も重要視され、性能を上げ
る為にはゲート電極パターンを優
先的に微細化したり、局所的に配
線の構造を工夫したりして、回路
設計技術と密接にきめ細かな対応
が必要な場合が多い。
用語説明
⑬DRAMの容量
　従来、DRAMの容量増大は４倍毎であったが、64Mビット品以降は２倍毎
になっている。
⑭DRAMの書き込み・読み出し速度
　DRAMは常に一定時間間隔で書き込み・読み出しが必要なメモリである。
この時間間隔をサイクル・タイムと呼ぶ。DRAMのサイクル・タイムは 16K
ビットの時代の 500ナノ秒前後から、最新の 256Mビットの 50ナノ秒前後ま
でこの 30年近くで１桁程度の向上に留まっている。この様に容量の増加がこ
の２者間で1,6000 倍程であるのに対して、速度の向上は10倍に留まっている。
⑮バンク
　メモリの制御回路が、メモリを管理する時の単位となる一定の容量をもった
メモリの集合。
⑯シンクロナスDRAM、ランバスDRAM
　 ともに一定周期のクロック信号に同期して、データをやり取りするよう改
良された高速DRAM。ランバスDRAMは、米国のランバス社が開発した高速
のインターフェース技術を用いて、データのやり取りが行なわれる。
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　なお、プロセッサ以外でも近年、
システムLSIの１つであるゲーム
向け半導体等で、将来の比較的大
きな市場を見込んで、最先端の製
造ラインが整備される場合 16）が
ある。これはプロセッサとは別の
テクノロジー・ドライバであろう
が、ゲーム向けのシステムはプロ
セッサの製造技術で言えば隔世代
毎の更新になり、製造技術もある
特定の時期に向けて準備される事
になる。
　この様に半導体製造技術を牽引
するものは、新しい技術によって
得られる高集積もしくは高速、場
合によっては低消費電力のLSIで
あり、多少高くても多くのユーザ
が買い求める製品となっている。
6．日本の半導体関連のプロジェクトの課題
　日本の半導体製造業は、1990 年
代の後半、急速に競争力を失い再
編・統合を余儀なくされた。この
失われた競争力の回復を目指して、
2000年以降、業界団体や国の指導
の下でコンソーシアムや国家プロ
ジェクトが急速に整備されてきた。
ところがこれらのコンソーシアム
や国家プロジェクトは、先に述べ
た近年の海外の技術開発の動向に
十分には対応出来ていない。
　これらのプロジェクトが目指し
たものは、当初はキャッチアップ
であるにせよ世界のトップとなる
最先端の製造技術であり、かつ技
術の標準化による開発効率の向上
である。
　しかし、５章で述べた様に半導
体の技術開発や産業の状況が1990
年代前半とは異なる現在におい
て、これらプロジェクトの目標は
必ずしも日本の競争力の強化に直
接的につながるものでは無い。つ
まり、DRAMが半導体製造技術を
牽引し、日本の半導体製造業の主
力商品がDRAMであった時代は、
最先端の半導体製造技術を取得す
る事は、半導体製造業の競争力強
化につながったであろう。しか
し、アーキテクチュアや回路技術
のみならず製造技術においてもプ
ロセッサが技術を牽引する現在で
は、この製造技術で最先端の技術
を獲得しても現在の日本企業の製
品群の競争力強化にはつながらな
い。日本の企業は、プロセッサを
商品として持たない事、製造技術
のみ獲得しても他の技術的な障壁
が大きく、簡単にはこの市場に参
入出来ない事が理由である。最先
端の製造技術を獲得して、どの半
導体製品に応用して行くかの再検
討が、状況の変化に応じて、常に
必要となっている。近年、日本が
競争力を維持出来る分野として、
SoC（System‐on‐a‐Chip） や
システムLSI、デジタル家電向け
LSI 等の分野が注目されている。
しかし、これらはゲーム向けLSI
等の一部を除いて何れも多品種少
量の製品分野であり、製造技術か
ら見た場合、共通開発要素が少な
く、技術の牽引役にはなり難い。
　また、日本の半導体関連のプロ
ジェクトの別の課題として、３章
で示した様に大学を戦力としてう
まく取り込めていない事が上げら
れる。欧米の大学は、例えばデバ
イス特性の詳細な評価およびこれ
を基にしたトランジスタの新しい
モデル化等で企業の研究をサポー
トしている場合が多い。これらは、
新しい材料やデバイス構造の検討
時に課題を抽出したり、不良のメ
カニズムを解明したりする時に効
果的で開発スピード向上に有効に
働く。
　半導体の技術開発の特徴とし
て、特に先行者の開発投資金額⑰
が他分野と比べて非常に大きく
なる事が挙げられる。この技術
開発は、技術的な障壁の増大に
加えて、投資金額の面からも一
企業で負担するのが難しくなり
つつある。にもかかわらず半導体
技術が有する電子機器産業全般に
対する高い影響度を認識して、有
力企業やアジア等の国が戦略分
野と位置づけているのも事実であ
る。企業間の提携はこの様な状況
下で、生き残りをかけて、お互
いに補完的な関係を築こうとす
るものである。例えば、台湾等で
は、米国のファウンドリー・メー
カとしてスタートし、現在ではア
ライアンスの下、最先端の製造技
術開発でも主要な役割を演じてい
る企業がある。欧州では、ミック
ス・シグナルと呼ばれるアナログ
とデジタル混載技術等で特徴的な
研究を進めている。
　この様な海外の技術開発にお
ける水平分業の動きに従えば、国
のプロジェクトでも自らの強みを
発揮して行く選択肢もある。まだ
日本には、例えば材料や半導体製
造装置、要素技術等で高い技術力
を有する領域も数多く存在する。
国家プロジェクトでは、この様な
分野に絞って、強化を目指す事を
考えても良い。これら特定の領域
で強みを発揮する事が出来れば、
これらの領域を起点に関連する
分野を含め、産業競争力を強化
していく事も期待出来よう。
用語説明
⑰開発投資金額
　売り上げに対する開発投資額は、全産業の平均で 2.8％、精密機械の分野で
5.8％であるのに対して、半導体の場合は15％程度となっている 17）。
半導体製造技術の研究開発動向　̶近年の国際会議での発表等から̶
17Science & Technology Trends   March  2004
特集1
　近年の国際会議等から、半導
体技術を支える製造技術の開発
動向について概観した。シリコン
MOSトランジスタは、従来は微
細化により、その特性を向上させ
る事が出来た。しかし近年、従来
の手法でトランジスタをさらに微
細化しても、これ以上の性能向上
が、図れなくなって来ているため、
検討の中心がトランジスタへの新
規材料もしくは新型構造の適用に
移行してきている。この状況は、
30年も続いたシリコンMOSトラ
ンジスタの基本材料および構造を
見直すと言う転換期を迎えている
事を示している。
　この様な局面を迎えているに
もかかわらず、米国を中心とする
最先端のプロセッサ・メーカによ
って技術開発が牽引され、従来３
年毎であった製造技術の世代交代
が、ここ 10年程は２年毎でなさ
れている。かつて技術開発の限界
説も唱えられたが、未だに致命的
な障害は明確にはなっていない。
　日本の半導体関連のプロジェ
クトも、この様な世の中の技術開
発の動向に対応していく必要があ
る。最先端の製造技術がプロセッ
サに牽引されている近年の状況で
は、プロジェクトの成果を日本の
企業がどの様な半導体製品に応用
して行くのかの再検討が必要にな
っている。また、日本のプロジェ
クトは大学の戦力を十分に取り込
んでいく必要がある。開発スピー
ドの向上には、特性評価やモデル
化、メカニズム解明等で大学を有
効に活用する事が望まれる。
　半導体の技術開発は、技術的な
障壁の増大に加えて、投資金額の
面からも企業が単独で行なうのが
難しくなりつつある。この為、特
に海外では、技術開発においても
近年は水平分業で行なう場合が多
くなっている。この動きに従えば、
日本も自らが強い領域に絞って
開発を進める事も選択肢の１つと
なるであろう。それは例えば、材
料や半導体製造装置、要素技術等
である。これら特定の領域で強み
を発揮する事が出来れば、これら
の領域を起点に関連する分野を含
め、産業競争力を強化していく事
も期待出来よう。
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16）  ソニーのプレスリリース：
  http://www.sony.co.jp/SonyInfo/
News/Press/200304/03-0421/
17）  半導体産業研究所 他「21 世紀
IT社会を拓く」：
  http://www.semiconductorportal.
  com/Content/Y2003/M05/D16/
JEITA030509.pdf
7．まとめ
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1．はじめに　̶化学物質の有害性評価とリスク評価̶
　世界中では何種類ぐらいの化学
物質が化成品、溶剤あるいは合成樹
脂などとして使われているのであ
ろうか？　諸説あるが世界各国に
おける化学物質の登録数や化学品
カタログの収載数からみて、世界
で約10万種類、わが国でも約５万
種類が流通しているといわれる。
　これら化学物質（注１）の利用の
歴史は比較的浅く、大半は 20世
紀後半に入ってから様々の合成
プロセスが開発され、短期間に大
量に製造されるようになった。そ
のため、幾つかの優れた特性をも
つ“夢”の化学物質が実は有害で
あることが、広範な使用の後に初
めて確認されることとなった。例
えば、トリクロロエチレンやテト
ラクロロエチレンは夢の洗浄剤と
呼ばれ、精密機器や半導体の脱脂
や洗浄剤に多量に使用されていた
が、これらの化学物質の発がん性
が動物実験などで確認されるにお
よび、わが国でも利用が抑制され
た。しかし、これらの化学物質は
明らかな健康影響が発生する以前
に有害性が発見された、ある意味
幸運な事例である。その一方、多
くの化学物質の有害性評価はいま
だ充分に進んでいない。
　21 世紀に入り、20 世紀に開発
された技術や製品をリスク評価の
後に利用する動きが国際的に加速
している。例えば、2003年に締結
された「カルタヘナ議定書」では、
遺伝子組換え生物の輸入に際し、
生物多様性の保全や人の健康に対
する影響についてリスクを評価す
ることが取り決められた。これら
の動きの根底には、有害性未知の
ものの利用を抑制しようとする予
防的措置の考え方がある。
　新しい技術やその製品のリスク
評価を行うためには、派生する危
険性を定量的に把握する必要があ
る。放射線の健康リスク評価手法
が厳密に行われている理由の一つ
は、膨大な生物・医学研究により
放射線照射量と有害性の関係が解
明されていることである。化学物
質のリスク評価を進めるためにも、
化学物質の有害性、特に健康影響
を引き起こす可能性を定量的に把
握する必要がある。化学物質の有
害性評価の仕組みは、今後の様々
なリスクの評価に必要な有害性情
報を体系的に取得する仕組みのモ
デルとして注目すべきである。
特集膂
化学物質の健康影響評価における
緊急の課題
客員研究官　青木　康展
2．なぜ化学物質の使用以前の有害性評価が必要か
（注１）ダイオキシンなど化学物質の製造に伴う非意図的生成物まで含め
て化学物質と呼ぶ場合もあるが、本稿では非意図的生成物は除外し、上市
されている製品について議論する。
　わが国の化学物質の有害性評価
は 1973 年に制定された化学物質
審査規制法（以下「化審法」）に
拠っている。制定の契機は、1968
年に北九州を中心として発生した
PCBによる中毒事例「カネミ油症」
である。この健康被害と同時に、
PCBの環境汚染や生物への蓄積
がわが国でも広範に進行している
ことも判明し、有害化学物質の環
境からの暴露による健康影響が危
惧される社会的機運が生まれた。
「化審法」は、国際的にみて最も
初期に制定された、化学物質の製
造・輸入を健康などへの有害性の
観点から規制するための法律であ
る。「化審法」制定の時点において、
わが国は化学物質の安全対策では
世界をリードしていたといえる。
このすばやい対応の原点は公害の
経験であったと推察される。
　化学物質の有害性の事前評価
は、有害な化学物質による環境汚
染を最小限に食い止め、人への健
康影響あるいは生態系への影響を
未然に防止するために行われる。
ある化学物質の有害性が社会に広
く認識され、対策が取られるま
での時間は意外に長い。例えば、
米国では 1930年代にPCBの商業
18
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生産が始まったが、1950 年代後
半にはすでに PCB汚染した魚を
給餌されたミンクの繁殖能低下
が報告されている。わが国では
1954 年の生産開始から、油症発
生後の 1972 年に生産中止までの
18 年間に約 60,000 トンの PCBが
製造された１）。有害性が認識され
るまでの間に汚染は拡大し、PCB
やトリクロロエチレンなど環境中
で難分解性の化学物質や重金属に
よる土壌や地下水汚染の事例はわ
が国でも多い２）（図表１）。環境中
に拡散された化学物質の回収には
膨大なコストが必要である。事業
所で使用している化学物質の有害
性を事前に把握し、汚染防止策を
取っていれば、汚染除去コストの
支出は必要なかったはずである。
　また、化学物質の有害性評価
は化学物質暴露のリスク評価に必
須であり、その重要性は近年より
増している。化学物質のリスク評
価とは、環境等から被る化学物質
の曝露が人あるいは野生生物に及
ぼす影響を定量的に評価すること
である。化学物質暴露のリスク評
価を概念的に言えば、①ある化学
物質がどの程度の強さの毒性をも
ち、②その化学物質がどの程度の
量、人や生物に暴露されるかを明
らかにすることで行われ、「リス
ク＝毒性の強さ×暴露量」として
概念的に表される３）。
　化学物質の有害性評価とはほ
ぼ①の部分である。全ての化学物
質の有害性が明らかになっていな
い現状では、個々の化学物質の毒
性を調べて有害性を評価すること
が、広範な化学物質リスク評価、
さらにリスク削減対策などのリス
ク管理には必須である。
　図表１　有機化学物質の土壌からの溶出基準超過事例数
平成11年度土壌汚染調査・対策事例および対応状況に関する調査結果の概要、
環境省（2001）より引用
3．化学物質の有害性評価の現状
　化学物質の管理上では、化学物
質は２種類に大別される。わが国
では 1973 年の「化審法」制定以
降に製造・輸入が開始された化学
物質は新規化学物質と呼ばれ、事
業者が試験を行い、経済産業省、
厚生労働省、環境省が合同で有害
性を判定している。判定結果に基
づいて製造・輸入量の把握や製造・
輸入を規制することにより化学物
質を管理し、環境への排出や人へ
の暴露を抑制している。その一方、
法律制定以前に製造・輸入が開始
された化学物質は既存化学物質と
呼ばれ、国の事業として順次有害
性点検を行い、化学物質管理の
枠組みに入れることになっている
（図表２）。また、有害性点検が行
われていない既存化学物質であっ
ても、有害性の科学的知見が蓄積
されている化学物質（ベンゼンな
ど）は、主として事業者の自主的
取組と管理によって環境中への排
出が抑制されている。
　諸外国においてもわが国とほ
ぼ同様に、化学物質の有害性評
価制度が運用される以降に製造・
輸入された化学物質は、New 
Chemical Substance（新規化学物
質）として事業者のデータによ
り国が有害性を評価して管理を
行っている。一方、制度運用以
前から使用されていた化学物質は
Existing Chemicals（既存化学物
　図表２　化学物質の管理体制
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質）として、各国独自で有害性点
検を進めている。
３‐１
わが国の新規化学物質の
有害性評価
　従来の「化審法」の下では、①
生分解性、②生物濃縮性、③スク
リーニング毒性試験の３点を基準
に行われ、さらに 2003 年改正に
より平成 16年度から④生態影響
試験が新たな基準として加えられ
る（科学技術動向 2004 年２月号
特集２４）参照）。
　化学物質の長期毒性は本来、慢
性毒性試験、がん原性試験、催奇
形性試験など様々な試験法を組み
合わせて調べるものであるが、膨
大なコストと時間が必要である。
そこで、化学物質の人への長期毒
性の疑いを調べることを目的に、
OECDの勧告（1983 年）に準拠
した２種類の簡便な試験が、③の
スクリーニング毒性試験として実
施されている。その第一が、化学
物質の癌原性の疑いを調べるため
の微生物や培養細胞を用いた遺伝
毒性試験である。第二が、28日間
反復投与試験と呼ばれ、文字どお
り化学物質を 28日間にわたり実
験動物（ラット）に投与して、化
学物質の作用による病理学的変化
が現れない最大投与量を求める試
験である。これらの結果を総合的
に判断して、毒性の強弱が評価さ
れる。事業者側も審査する側も、
スクリーニング毒性試験に最も労
力を費やしている。
　事業者から提出された試験結果
に基づいて、化学物質の有害性が
判定され、有害性の程度に応じた
管理が行われる。2003 年の「化
審法」改正により、平成 16年度
からは有害性が疑われた化学物質
は、その有害性の性質により第１
種から第３種の監視化学物質に分
類され、製造・輸入実績の届出が
求められることとなっている。さ
らに、人への長期毒性あるいは野
生生物への毒性が確認された監視
化学物質は、第１種あるいは第２
種特定化学物質として使用の禁止
や規制が行われる（図表３）。従
来の審査制度が実施された 1987
年４月から 2002 年 12 月までに
4,322 物質が新規化学物質として
届けられ、うち 821 物質（概ね
19％）が指定化学物質（2003年改
正「化審法」の第２種監視化学物
質に相当）に指定されている５）。
３‐２
諸外国における
新規化学物質の有害性評価
　EU諸国では、「危険な物質の分
類、包装、表示に関する第７次理
事会指令（1992年）」に基づいて、
域内で年間１トン以上製造・輸入
される化学物質について、わが国
とほぼ同様の項目について、有害
性を試験している。有害と判定さ
れた化学物質は製品には、危険性
の程度に合わせた「危険性の表示」
を行い、さらに、リスクが高いと
考えられる化学物質は使用を規制
し、管理している。
　米国では、有害化学物質規制
法（Toxic Substance Control Act, 
TSCA）により規制され、1980
年以降新たに年間 10トン以上製
造・輸入する化学物質の手持ち
の有害性データすべてを環境保
護 庁（Environmental Protection 
Agency, EPA）に報告することが
義務付けられている。審査の結果、
有害と認定された場合は用途や廃
棄方法などに条件が課せられる。
　図表３　 2003 年改正化審法における化学物質の審査・
 規制制度のおおまかな概要
斜体部分が健康影響に関わる審査項目
化学物質の健康影響評価における緊急の課題
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４‐１
わが国の状況
　既存化学物質として登録されて
いる物質は約 20,000 種類に及び、
現在使用されている化学物質の多
くを占める。従来は、経済産業省
が生分解性試験と生物濃縮性試験
を、厚生労働省がスクリーニング
毒性試験を実施し、既存化学物質
の中から指定化学物質（2003年改
正「化審法」の第２種監視化学物
質に相当）の指定を続けてきたが、
平成 16年度からは環境省が生態
毒性試験を実施し、第３種監視化
学物質の指定が検討されることと
なった。
　しかしながら、既存化学物質
の有害性評価は進んでいない。約
20,000 種類の既存化学物質うち、
必要性が高いと判断された 1,377
物質の生分解性試験と生物濃縮
試験が 2002 年までに終了したが、
スクリーニング毒性試験が終了し
た化学物質は約 200 種類であり、
スクリーニング毒性試験の進捗が
遅れている。指定化学物質に指定
された物質数は 134に留まってい
る５）。
４‐２
EUと米国の状況６～８）
　EU域内で 1981 年以前に製造・
輸入された既存化学物質は約 10
万種類にも及び、このうち年間
1,000 トン以上製造・輸入された
化学物質の毒性や生態影響のデ
ータが収集されている。このデー
タベースは International Uniform 
Chemical Database（IUCLID）と
呼ばれ、化学物質の有害性に関す
る基本的なデータベースとなって
いる。収集されたデータに基づい
て、1994年から既存化学物質のリ
スク評価が順次進められている。
141 物質が優先物質に選定された
が、2002 年４月の段階で 88物質
のリスクレポート草案が完了し、
リスク削減が必要とされた物質数
は45である。
　米国では既存化学物質のうち、
TSCAに基づいてEPAが指定し
た優先物質（500 種類以上）の有
害性評価は、事業者の負担で行わ
れることとなったが、約 80物質
の試験が終了したのみである。慢
性毒性試験やがん原性など様々の
試験実施が求められたことが、有
害性評価が遅れた原因と考えられ
る。なお、米国での新規化学物質
と既存化学物質の登録（TSCAイ
ンベントリー）の総数は約 70,000
種類にも及び、有害性データは公
開されている。
４‐３
OECDによる高生産量化学
物質（HPV）点検プログラム９）
　生産量の高い化学物質は環境中
に拡散する機会がより多く、環境
から人への暴露の可能性が高いと
考えられる。OECDは 1992 年か
ら、１ヶ国における生産量が年間
1,000 トンを超える化学物質（HPV, 
High Production Volume）につい
て、各国分担で有害性評価レポー
トの作成を開始し、物理化学性状
データ、環境中運命、生態毒性試
験、毒性試験（28 日間反復投与
試験他）など有害性判定に必要な
最小限のデータセットを収集して
いる。1999 年からは対象物質約
5,200 種類のうち 1,000 物質を 2004
年までに評価することを目標に
HPV点検プログラムを開始した
が、2003 年時点で評価終了は 371
物質に留まっている 10）。
　米国は独自にHPVチャレンジ
プログラムを 1998 年に開始し、
OECDのプログラムにも情報を
提供している７，11）。HPVチャレ
ンジプログラムの対象となる約
2,800 種類のHPV（米国の場合は
生産・輸入量が年間 454トン以上
の高分子ではない有機化合物）は、
プログラム開始時点で、TSCAイ
ンベントリー収載物質の 11％、化
学物質生産量の 95％を占めるが、
完全な健康や環境への影響データ
が存在するのは７％のみとされ、
この数字からも、HPVから優先
的に有害性評価を行う必要性が明
らかである。
　ちなみに、日本国内での化学物
質製造・輸入量が公表されている
1,606 物質のうち、798物質が年間
1,000 トン以上製造・輸入されて
いる（図表４）。有害性評価とリ
スク評価の促進のためにも、化学
物質全体の製造・輸入量の把握と
公表が必要である。
4．遅れている既存化学物質の有害性評価
製造・輸入量（トン） 物質数
1～ 10未満  12
10～ 100未満  239
100～ 1,000 未満  557
1,000 ～ 10,000 未満  446
10,000 ～ 100,000 未満  216
100,000 ～ 1,000,000 未満  99
1,000,000 ～ 10,000,000 未満  34
10,000,000 以上  3
　図表４　 化学物質の製造・輸入
 に関する実態調査
 （平成 13 年度実績）
出典：経済産業省製造産業局化学物質管理課
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　2001 年２月に欧州委員会より
「将来の化学物質政策の戦略」が
発表された。この戦略の根底の考
え方は、有害性の判らないものは
使用しないことである。そのため
に、①新規化学物質と既存化学物
質の規制を同一の規則の下で行い
（図表２）、②安全性の立証責任の
所在を加盟国政府から産業界に移
行し、化学物質の製造・輸入業者
だけでなく使用する業者も担うこ
ととしている。化学物質の管理を
政府の一元的管理から、産業界の
責任の下に移行する動きも見て取
れる７，12）。
　この戦略実施のための化学物質
管理手法が REACH（Regulation, 
Evaluation and Authorization of 
Chemicals）システムである。そ
の特徴は新規・既存の違いを取り
払い、①企業に化学物質の毒性や
人・環境への曝露量などのデータ
の登録（Registration）と、②大
量に製造・輸入される化学物質
については詳細な有害性の評価
（Evaluation）が求められている。
また、③発がん性や催奇形性など
高い有害性をもつ化学物質の使用
には認可（Authorization）が必要
となり、認可対象の化学物質につ
いては代替品が求められ、リスク
が極めて小さいことや、代替品が
無いことを事業者が証明できない
限り、製造・輸入が禁止されるこ
ととなっている。
　この規制案は現在欧州議会にか
けられている。環境中への有害化
学物質の放出を防ぐなどの環境対
策からは画期的であるが、「産業
界に過重な責務と費用を課す」と
の反対意見も多い。しかし、ヨー
ロッパ諸国の環境保護の動きが産
業政策を動かす力にまで強くなっ
てことにも注目すべきである。
5．EUにおける新しい化学物質管理の動向　̶REACHシステム̶
6．既存化学物質の有害性評価を効率的に行うための方策
　国際的にみても、既存化学物
質の有害性評価は十分進んでいな
い。既存化学物質の有害性データ
の収集が進まない理由の１つは、
毒性試験実施に大きなコストと長
い時間がかかることである（注２）。
　化学物質を動物に投与しなけれ
ば、化学物質の毒性の強弱を評価
することは最終的には不可能であ
る。全ての化学物質の有害性を動
物実験で評価することは理想であ
るが、コストと時間に制約がある
以上、これもまた不可能である。
現在は高生産量化学物質の有害性
評価を優先させているが、化学物
質による健康影響の発生させない
ためには、強い毒性を示す可能性
がある化学物質を選び出して優先
的に毒性試験を実施し、効率的に
有害性データを取得すべきである。
この優先順位を決めるために、化
学物質の毒性を短期間で予測する
簡便な方法を開発する必要がある。
　また、有害な化学物質の環境へ
の排出を防ぎ、人や野生生物への
暴露を防ぐことで、化学物質によ
るリスクは削減できる。大気や環
境水中での検出量や検出例が多い
化学物質の有害性評価を、製造・
輸入量の多寡によらず実施すべき
である。
　既存化学物質の有害性評価を
加速化するには制度上の工夫も
必要である。国内の既存化学物
質の有害性評価は自前のデータで
行うことになっているが、国際的
なHPVプログラムの成果として
海外で取得された質のよい有害性
データを活用すべきである。また、
OECD、EU、米国とわが国の有害
性データベースの共有化は進んで
いない。各国での既存化学物質の
有害性評価加速化のためにも、デ
ータベース共有化が必要である。
　有害性データ取得の効率化は、
既存化学物質対策だけの問題だ
けではない。今回の「化審法」改
正で、製造・輸入量が年間 10ト
ン（従来は 1トン）以下の化学物
質も低生産量新規化学物質として
多くの場合毒性試験の必要がなく
なった。しかし、新規化学物質に
は従来からの使用経験が浅い、新
しい種類の化学物質が数多く存在
する。例えば、指定化学物質に指
定されるフッ素化物の種類は近年
急速に増加し、従来は年間数件で
あったものが、平成 12 年度と 13
年度を合わせて 50 件近くに及ん
だ。今後さらに増加すると予想さ
れる新規化学物質対策の一環とし
て、毒性が強いと予測された生産
量の少ない新規化学物質について
も、必要に応じて自主的取組とし
て有害性評価を行うことが必要で
あろう。
（注２）28 日間反復投与試験は１件 750～ 950万円の経費と約半年の期間が必要
である。また長期にわたる毒性試験にはよりコストが必要であり、例えば、がん
原性試験には１件２億円近くの経費と３年余りの期間が必要である。
化学物質の健康影響評価における緊急の課題
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特集2
　以下の２つが、毒性予測手法と
して現在有望と考えられているも
のである。
７‐１
QSAR
（quantitative structure-
 activity relationship、
 定量的構造活性相関）
　既知の化学物質の毒性強度と
化学構造や物理化学的性質との
間の相関性をもとに、新規化学
物質の毒性を予測する手法であ
る。QSARは米国の有害化学物
質規制法（TSCA）では、10 年
ほど前から生態毒性の予測モデル
（ECOSAR）として利用されてい
る。化学物質を59物質群の分類し、
logkow（オクタノール /水分配係
数、化学物質の疎水性の指標）と
毒性（試験生物の 50％致死濃度）
の間の回帰関数から毒性を予測す
るものである。
　がん原性などの毒性についても
QSARの開発が進められている13）。
EUの REACHシステムでも、有
害性試験実施促進などの観点から
QSARの活用が求められている。
７‐２
トキシコゲノミックス
（Toxicogenomics）
　DNAマイクロアレイ技術など
を用いて毒性を予測する手法であ
る。有害化学物質を動物に投与あ
るいは培養細胞に暴露すると、そ
の数10,000から 20,000と呼ばれる
動物の遺伝子は、化学物質特異的
に各々の発現レベルが上昇または
低下する。この化学物質投与によ
る遺伝子発現プロフィールの変化
をデータベース化する。このデー
タベースを活用し、例えばがん原
性のある化学物質の遺伝子発現プ
ロフィールと、がん原性が未知の
化学物質の遺伝子発現プロフィー
ルを比較し、未知の化学物質のが
ん原性を予測する（図表５）。化
学物質１種類のがん原性予測に必
要な試験期間は動物を用いたがん
原性試験の 1/10、コストは 1/100
であり、実用化による毒性試験の
効率化が期待されている。
　米国では国立保健研究所
（NIH）傘下の国立環境健康研究所
（National Institute of Environmental 
Health Sciences） に National 
Center for Toxicogenomics（NCT）
が 2000 年９月に創設され、化
学物質による網羅的遺伝子発現
データベースの構築が開始されてい
る 14）。NCT の Concept Statement
は NCTの目的を「環境中の化学
物質の規制にトキシコゲノミック
ス技術を利用可能にすること」と
記している。わが国では国立医薬
品食品衛生研究所や経済産業省の
プロジェクトなどを中心にトキシ
コゲノミックス・プロジェクトが
進行している。
　これらの手法の５年以内の実用
化が望まれる。
　次に目指すべき毒性予測手法
は次世代影響である。妊娠中に暴
露された化学物質が示す催奇形性
や胎児の神経系に及ぼす影響は従
来から懸念され、環境ホルモン問
題も次世代影響の不安が根底にあ
る。しかし今のところ、化学物質
が次世代に及ぼす影響は動物投与
実験によってしか明らかに出来な
い。何らかの毒性予測手法の開発
が必要である。
　また、化学物質のがん原性を
短期間の試験で予測するツールと
なりうる遺伝子導入動物の開発も
進んでいる。これらの毒性予測手
法を新規化学物質や医薬品開発の
初期段階に有機的に活用すること
で、製品の開発を利便性と安全性
の両面から検討することが可能に
なり、より安全な化学物質を利用
する道が開かれる。
7．毒性予測手法開発の現状と将来
　図表５　トキシコゲノミックスによる毒性予測
国立医薬品食品衛生研究所ホームページより改図
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　20世紀に多くの化学物質は創り
出された。天然には存在しない化
学物質の暴露と体内への蓄積は人
類が長い間経験しなかったことで
あり、その影響に関する知識は不
足している。化学物質の毒性メカ
ニズム研究は毒性予測手法開発の
基盤として重要である。例えば、
化学物質はある一定量以上の暴露
により明確な有害作用を発揮する
と考えられている。化学物質の有
害性に関する定量的な知見を蓄積
することで、厳密な意味ではゼロ・
リスクは存在しないかもしれない
が、実質的に安全域にある暴露レ
ベルを決定できると期待される。
国民の安全・安心を図るためにも
化学物質の毒性研究を振興する必
要がある。
　化学物質の有害性評価の現場に
立ち会うと、化学物質の物性、毒
性、環境動態、リスク削減手法
など幅広い知識が必要であること
がよく分かる。国際的にみても、
REACHシステムでは事業者が有
害性評価やリスク評価を実施する
責任がより大きくなっており、化
学物質の有害性評価やリスク評価
の専門家はさらに必要性が増すと
思われる。しかしわが国では、有
害性評価に必要な専門的知識や技
術の教育と研究が、理学部化学科、
工学部応用化学系学科、衛生工学
系学科、農学部獣医学科、医学部
社会医学系、薬学部などで個別に
行われ、専門家が育ちにくい状況
にある。化学物質の有害性評価や
リスク評価・管理に必要な毒性学
（Toxicology）や関連領域を専門
に教育・研究する大学院課程の設
置が必要である。
　米国では、すでに 80余の大学
に毒性学専攻の修士・博士課程大
学院が創設され、年間概ね 200人
が Ph.D. を取得している 15）。卒業
生は大学・研究機関ばかりでなく
企業、行政機関やNGOで活動し
ている。米国の社会は毒性学の専
門家を必要としている。例えば、
米国では国民の知る権利の一環と
して、事業者が取り扱っている化
学物質の危険性や環境への排出量
の情報を開示する責任を、わが国
に比べて強く求めている。翻って、
わが国では毒性学の専門家の数は
必ずしも多くない。大学における
毒性学やその関連領域の教育・研
究も薬学部や医学部の概ね１研究
室が行っているのみで、専門課程
としての組織的な教育は行われて
いない。
　「リスク評価」という言葉を近
頃しばしば耳にする。リスク評価
を社会に根付かせるには、リスク
評価を適切に行うだけではなく、
評価の結果を正確に理解する感覚
が社会に醸成される必要がある。
リスク評価をわが国で本当に必要
と考えるならば、有害性評価の制
度整備などばかりでなく、化学物
質の有害性やリスク評価に関する
知識を社会に広める人材や、事業
所などの現場でリスク評価を行う
人材も必要である。そのような人
材育成の拠点としても毒性学専攻
の大学院は重要である。
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科学技術動向研究センターとは
　平成 13年１月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する政策立
案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技術分野の動
向に関する調査・分析機能を充実・強化するため 1月より新たに「科学技術動向研究センター」
を設立いたしました。本センターでは、第 2期「科学技術基本計画」に示されたライフサイエ
ンス、情報通信等の重点分野の最新動向に係る情報の収集や今後の方向性についての調査・研
究に、下図に示すような体制で取り組んでいます。
　センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技術会議、文部科学省へ政策立案に資する
資料として提供いたします。
　センターの具体的な活動は以下の３つです。
＊それぞれのユニットには、職員の他、客員研究官（非常勤職員）を配置。
＊センターの組織、担当分野などは適宣見直しを行う。
センター長
総括ユニット
ライフサイエンス・医療ユニット
環境・エネルギーユニット
情報通信ユニット
材料・製造技術ユニット 蘆ナノテクノロジー・材料分野蘆製造技術分野
蘆全体の企画、調整、とりまとめ
蘆社会基盤
蘆フロンティア（宇宙・海洋）分野
蘆ライフサイエンス分野
蘆情報通信分野
蘆環境分野
蘆エネルギー分野
1
「科学技術専門家ネットワーク」
による科学技術動向分析
　わが国の産学官の研究者を「専
門調査員」に委嘱して（2002 年
度実績約 2800 人）、インターネッ
トを利用して科学技術動向に関す
る幅広い情報を収集・分析する体
制「科学技術専門家ネットワーク」
を運営しています。このネットワ
ークを通じ、専門調査員より国内
外の学術会合、学術雑誌などで発
表される研究成果、注目すべき動
向や今後の科学技術の方向性等に
関する意見等を広く収集いたします。
　これらの情報に、センターが独
自に行う調査・研究の結果を加え、
毎月1回、「科学技術動向」としてま
とめ、総合科学技術会議、文部科
学省を始めとした科学技術関係機
関等に配布いたします。なお、この
資料は http://www.nistep.go.jp
において公開します。
2
重要科学技術分野・領域の
動向の調査研究
　今後、国として取り組むべき重
点事項、具体的な研究開発課題等
を明確にすることを目的とし、重
要な科学技術分野・領域に関する
キーテクノロジー等を調査・分析
します。
　さらに、重要な科学技術分野・
領域ごとの科学技術水準を欧米先
進国と比較し、わが国の科学技術
がどのような位置にあるのかにつ
いての調査・分析も行います。
3
技術予測に関する調査研究
　当研究所では、科学技術の長期
的将来動向を総合的に把握するた
め、デルファイ法による技術予測
調査をほぼ 5年ごとに実施してい
ます。これは、今後 30年間の重
要技術を抽出して、重要技術の重
要性評価や実現予測時期を分析す
るものであり、センターは、多く
の専門家の協力により本調査を引
き続き実施いたします。
科学技術動向研究センターのご紹介
文部科学省科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
連絡先：〒 100－ 0005 東京都千代田区丸の内 2－5－ 1
電話 03－ 3581－ 0605　FAX 03－ 3503－ 3996
URL http://www.nistep.go.jp
Email stfc@nistep.go.jp
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※ このレポートについてのご意見、お問い合
わせは、下記のメールアドレスまたは電話
番号までお願いいたします
なお、科学技術動向のバックナンバーは、下
記のURL にアクセスいただき「報告書一覧
科学技術動向･月報」でご覧いただけます。
科学技術政策研究所は、平成 16年 1月より
文部科学省ビル（旧三菱重工ビル）5階へ移転しました。

科学技術動向
《2004年３月号》
　 �� �� ��� ������
　 �������� ���������������� ����������������
　 ������������ � ��� ������
　 ���������������������� �� ��
　 ������
　 ���������� ��������������
　 ��� �����������
　 ����� ���
� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �
S c i e n c e  &  T e c h n o l o g y  T r e n d s
科学技術動向
文部科学省　科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
�
����
�����
